






















第２部 各論｜第２章 高齢者及び障害者施策の推進｜第２節 障害者（児）の保健福祉
 

素案 File222_1 P111

これまでの国や都の動き

〇 平成 年４月に障害者自立支援法が施行され、身体・知的・精神という障害の種別にかかわら

ず、必要とする福祉サービスや公費負担医療などが共通の制度となり、区市町村にサービスの実施

主体が一元化されるとともに、就労支援が抜本的に強化されました。

〇 平成 年４月には、「障害者自立支援法」が「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律」（以下「障害者総合支援法」という。）に改められ、障害者の定義に難病等が追加

されました。さらに、令和 年 月 日を施行期日とし、障害者等の地域生活や就労支援の強化

等により障害者等の希望する生活を実現するため、基幹相談支援センターの設置及び地域生活拠点

等の整備を市町村の努力義務とされる等改正されました。

○ 平成 年４月、行政機関等や民間事業者に対し、障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止

や合理的な配慮の提供を求める「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下「障害者

差別解消法」という。）」が施行されました。同法は令和 年に改正され、事業所による障害のある

人への合理的配慮の提供が義務図けられました（令和 年 月 日施行）。都においても「東京都

障害者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例」（平成 年 月施行）を制定するなど、

障害を理由とする差別を解消する取組を推進しています。

○ また、障害者を取り巻く環境変化に対応し障害者施策の一層の充実に取り組むため、令和６年度

から令和８年度までを計画期間とする新たな「東京都障害者計画」、「第７期東京都障害福祉計画」

及び「第３期東京都障害児福祉計画」として「東京都障害者・障害児施策推進計画」を策定しまし

た。本計画は、障害者施策の３つの基本理念（「全ての都民が共に暮らす共生社会の実現」、「障害者

が地域で安心して暮らせる社会の実現」、「障害者がいきいきと働ける社会の実現」）が掲げられ、こ

の基本理念に基づく様々な取組を推進することになっています。

圏域の障害者（児）の現状と課題

〇 令和４年度末における都内の障害者手帳交付数は、身体障害者手帳が約 万６千件、愛の手

帳（知的障害者（児）対象）が約 万件、精神障害者保健福祉手帳 が約 万件でした。圏域の

交付数は、身体障害者手帳が約２万４千件、愛の手帳（知的障害者（児）対象）が約６千件であり、

精神障害者保健福祉手帳は約４千 百件でした。

 
精神障害者保健福祉手帳の認定有効期間は２年間

第２節 障害者（児）の保健福祉 

現状と課題 

１ 障害者（児）への総合支援

第２部 各論｜第２章 高齢者及び障害者施策の推進｜第１節 高齢者の保健福祉

素案

圏域における高齢者見守り活動・事業の事例

現在、圏域で実施されている高齢者の見守り活動・事業で、先進的な取組事例を紹介しま

す。これらの活動には、取り組んできた人たちの知恵や経験、工夫がたくさん入っています。

圏域各地で、高齢者を見守る様々な活動や事業の輪が広がっています。

東大和市高齢者見守りぼっくす

〇 東大和市は、高齢者の在宅生活の安心を確保するため、高齢者の見守り支援を専門とした相談

窓口「高齢者見守りぼっくす」を設置しています。

〇 社会福祉士やケアマネジャー等の資格を持った相談員が、地域の高齢者宅を戸別訪問し、地域で

の見守りを必要とする高齢者に対し、民生委員、自治会、関係機関と連携してネットワークを構

築し、地域で安心して生活できるよう支援します。
出典：東大和市ホームページ

立川市地域見守りネットワーク事業

〇 立川市では、子供から高齢者まで全ての市民が、地域から孤立することなく安心して暮らせるよ

う、総合的な見守りシステムの一環として、住民や市内で活動する団体や事業者の協力の下、日

常生活や日常業務の中で気づいた異変を市などへ連絡してもらい、安否確認等につなげる取組 地

域見守りネットワーク事業 を推進しています。

〇 本事業の趣旨に賛同し、立川市との協定に参加している団体・事業者は、通常の活動や業務の中

で異変を発見した場合、活動や業務に支障のない範囲で市の「見守りホットライン」へ連絡しま

す。

〇 通報を受けた市は、担当課が庁内の関連部署や警察署、消防署、民生委員・児童委員等の関係機

関と連携しながら安否確認や必要な支援を行います。

〇 令和 年度に寄せられた通報は合計 件で、そのうち高齢者は 件（ ）でした。

出典：東京都福祉保健局「高齢者等の見守りガイドブック第 版」（令和５年３月）
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○ 障害者手帳交付数は都・圏域ともに増加傾向にあり、平成 年度に対する令和４年度の圏域に

おける手帳交付数の増加率は、身体障害者手帳が 倍、愛の手帳（知的障害者（児）対象）が

倍、精神障害者保健福祉手帳が 倍と、特に精神障害者保健福祉手帳交付数の伸びが顕著です。

〇 令和５年度東京都福祉保健基礎調査「障害者の生活実態」の結果では、障害者の年齢構成は障害

種別により大きく異なっています。各障害者における 歳以上の割合は、身体障害者 ％、

難病患者 ％、次いで精神障害者 ％です。知的障害者では、 ％になっています。

また、「収入を伴う仕事」において、一般就労の割合は、難病患者 ％、精神障害者 ％、

知的障害者 ％、身体障害者 ％となっており、前回調査より増加しています。

さらに、災害に備えて、障害特性や難病に応じた特別な対策をとっているか聞いたところ、「避難

所等において医療が受けられるよう、お薬手帳などにより医薬品や病状等の情報を記録している」

と答えた割合は ％、「災害時や緊急時に連絡できるよう、家族や知人等の連絡先を把握してい

る」と答えた割合は ％です。一方、「特に対策をとっていない」と答えた割合は、 ％と

なっています。

○ 医療技術の進歩等を背景として、地域で生活する重症心身障害児（者）、医療的ケア児が増えて

います。平成 年６月公布の「児童福祉法」改正により、医療的ケア児が適切な支援を受けられ

るよう、自治体は、保健・医療・福祉等の連携促進に努めるものとされました。更に令和 年９月

には「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」が施行され、医療的ケア児の日常生

活・社会生活を社会全体で支援等の基本理念が掲げられました。都道府県においては医療的ケア児

支援センターが設置されることが期待され、都においては令和 年 月に区部・多摩部において

各一か所設置されました。

 
重症心身障害児（者）：重度の肢体不自由と重度の知的障害とが重複した状態を重症心身障害といい、その状態にある子供を重

症心身障害児という。さらに成人した重症心身障害児を含めて重症心身障害児 者 と呼んでいる。
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出典：東京都福祉保健局「福祉・衛生統計年報」
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医療的ケア児の支援のための関係機関の協議の場については、令和 年度現在、圏域では 市

が設置しています。

第７期障害福祉計画及び第 期障害児福祉計画に係る基本指針では、国が示した成果目標とし

て児童発達支援センターを各区市町村又は各圏域に一か所以上設置することが示されています。身

近な地域での生活を支援していくため、保健・医療・福祉等の関係機関は医療的ケア児が適切な支

援を受けられるよう、在宅療育・在宅療養支援や地域生活基盤の整備をより一層進めることが求め

られています。

障害福祉計画と自立支援協議会

〇 障害者総合支援法では、必要な障害福祉サービスや相談支援等が地域において計画的に提供され

るよう、都道府県と市町村に対し障害福祉計画の策定を義務付けています。

平成 年度からは、地域の関係機関が情報や課題を共有しながら障害者の地域生活支援システ

ムづくりを推進するための協議会（以下「自立支援協議会」という。）を設置することが都道府県と

市町村に義務付けられました。圏域においても各市で自立支援協議会が設置されており、各種専門

部会（相談支援、就労、地域移行等）を設け、利用者ニーズに対応した支援調整と地域の実情に根

ざしたネットワークの構築が進められています。

〇 第７期障害福祉計画及び第 期障害児福祉計画に係る基本指針では、地域生活支援の充実に向

けて令和８年度末までに、地域生活支援拠点の整備とともに、コーディネーターの配置や支援ネッ

トワークなどによる効果的な支援体制や緊急時の連絡体制の整備が求められています。令和５年現

在、圏域内では３市に設置され、体制整備を図っています。また、相談体制の充実・強化策として、

総合的な相談支援、地域相談支援体制の強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの

役割を担う基幹相談支援センターの設置と体制整備が求められています。

障害者の就労については、今までの取組に加え、一般就労をする割合の向上が対策に加わりまし

た。

○ 保健所は、各市の自立支援協議会等に参画するとともに、障害のある児童への療育相談や保護者

の育児相談等を実施し、市の障害福祉サービスと圏域内外の医療機関や専門機関との連携に協力し

ています。また、 等に入院中の重症心身障害児や医療的ケア児が家庭に戻る際には、都の重

症心身障害児（者）訪問事業の訪問看護師との連携を図り、在宅移行への支援を進めています。

○ 今後も、市や保健所、関係機関が連携して、障害者（児）やその家族が地域で安心して生活でき

る環境づくりを進めていく必要があります。

 
自立支援協議会：地域における障害福祉の関係者が連携や支援の体制について協議を行うための会議。障害者総合支援法第

条の３第１項に規定する協議会であり、都道府県及び市町村に設置が義務付けられている。
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○ 障害者手帳交付数は都・圏域ともに増加傾向にあり、平成 年度に対する令和４年度の圏域に
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倍、精神障害者保健福祉手帳が 倍と、特に精神障害者保健福祉手帳交付数の伸びが顕著です。

〇 令和５年度東京都福祉保健基礎調査「障害者の生活実態」の結果では、障害者の年齢構成は障害

種別により大きく異なっています。各障害者における 歳以上の割合は、身体障害者 ％、
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支援センターが設置されることが期待され、都においては令和 年 月に区部・多摩部において

各一か所設置されました。
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市町村に義務付けられました。圏域においても各市で自立支援協議会が設置されており、各種専門

部会（相談支援、就労、地域移行等）を設け、利用者ニーズに対応した支援調整と地域の実情に根

ざしたネットワークの構築が進められています。

〇 第７期障害福祉計画及び第 期障害児福祉計画に係る基本指針では、地域生活支援の充実に向

けて令和８年度末までに、地域生活支援拠点の整備とともに、コーディネーターの配置や支援ネッ

トワークなどによる効果的な支援体制や緊急時の連絡体制の整備が求められています。令和５年現

在、圏域内では３市に設置され、体制整備を図っています。また、相談体制の充実・強化策として、

総合的な相談支援、地域相談支援体制の強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの

役割を担う基幹相談支援センターの設置と体制整備が求められています。

障害者の就労については、今までの取組に加え、一般就労をする割合の向上が対策に加わりまし

た。

○ 保健所は、各市の自立支援協議会等に参画するとともに、障害のある児童への療育相談や保護者

の育児相談等を実施し、市の障害福祉サービスと圏域内外の医療機関や専門機関との連携に協力し

ています。また、 等に入院中の重症心身障害児や医療的ケア児が家庭に戻る際には、都の重

症心身障害児（者）訪問事業の訪問看護師との連携を図り、在宅移行への支援を進めています。

○ 今後も、市や保健所、関係機関が連携して、障害者（児）やその家族が地域で安心して生活でき

る環境づくりを進めていく必要があります。

 
自立支援協議会：地域における障害福祉の関係者が連携や支援の体制について協議を行うための会議。障害者総合支援法第

条の３第１項に規定する協議会であり、都道府県及び市町村に設置が義務付けられている。
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第２部 各論｜第２章 高齢者及び障害者施策の推進｜第２節 障害者（児）の保健福祉
 

素案 File222_1 P114

（１）障害者が安心して地域生活を送れるよう支援体制の充実をはかります

市及び保健所は、障害者（児）が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、本

人の状況に応じた柔軟な形態で地域生活支援事業 を決定するとともに、地域の特性や障害者

（児）のニーズを踏まえた支援体制を整備し、地域生活支援事業を計画的に推進します。

市は、障害者（児）のニーズに適切に対応できるようサービスの調整や社会資源へのつなぎを行

う相談支援事業を更に充実し、地域自立支援協議会で地域の課題を共有し、地域生活拠点の設置や

基幹型相談支援センターなどの支援体制の充実を図ります。

保健所は、在宅療育支援地域連携会議 への協力や市の自立支援協議会への参加、地域精神保健

福祉連携専門部会の開催等を通じて関係機関と連携し、障害者（児）の地域移行・定着支援に向け

た地域における保健・医療・福祉従事者のネットワークづくりを推進します。また、個別支援活動

を充実させるとともに研修等の開催を通して人材育成に努めていきます。

（２）就労に向けた支援を充実・強化します

市及び障害者就労支援センター などの就労支援機関は、福祉施設等から一般就労への移行を促

進するため、就労支援と生活支援を一体的に提供する障害者就労支援事業の充実を図ります。自

立支援協議会就労専門部会等で、地域の課題を共有するとともに、地域支援体制整備に取り組み

ます。

保健所は個別支援活動や各種会議への参加、関係機関との連携を通して地域支援体制整備に努

めていきます。

（３）重症心身障害児（者）及び医療的ケア児に対する在宅療養支援を推進します

保健所は、重症心身障害児（者）への個別援助活動を実施するとともに、在宅重症心身障害児（者）・

医療的ケア児訪問事業利用の支援を行います。また、地域関係機関に対し、都が開催する訪問看護

従事者向け研修会等の周知を行う等、市と連携し在宅ケアの質の向上に取り組んでいきます。

市は、医療的ケア児が入院中から支援につながれるよう、医療的ケア児の早期把握に努めます。

障害児（者）・医療的ケア児支援のための関係機関連携・協議の場の充実や、児童発達支援センター

や医療的ケア児等コーディネーターの設置と活用を行う等、医療的ケア児の地域生活の向上を図り

ます。

 
地域生活支援事業：障害のある人が、基本的人権を享有する個人としての尊厳に ふさわしい日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう、市町村及び都道府県が地域の実情に応じて柔軟な事業形態により計画的に実施する事業。

在宅療育支援地域連携会議：在宅の重症心身障害児 者 及び医療的ケア児の療育環境の向上を図るために、支援にかかわる各

関係機関の連携を推進するため、地域ごとに開催される会議。都が社会福祉法人全国重症心身障害児（者）を守る会に委託し

て実施している。

障害者就労支援センター：障害者の一般就労の機会を広げるとともに、安心して働き続けられるよう、就労面と生活面の支援

を一体的に支援するために市町村が設置する機関。多くは社会福祉法人、特定非営利活動法人（ ）などに委託して運営して

いる。

今後の取組 

第２部 各論｜第２章 高齢者及び障害者施策の推進｜第２節 障害者（児）の保健福祉
 

素案 File222_1 P115

（４）共生社会実現にむけた障害者理解を促進します

市、保健所及び関係機関は、「障害者差別解消法」及び「東京都障害者への理解促進及び差別解消

の推進に関する条例」の趣旨を踏まえ、障害者に対する住民や関係者の理解促進のための普及啓発

を推進するとともに、地域のボランティア活動等を支援します。

重点プラン
障害者が安心して地域生活を送れるよう支援体制の充実をはか

ります

指 標 ⑭ 基幹型相談支援センターの設置及び相談支援機能の充実

ベースライン ３市（令和 年 月時点）

指標の方向 全市
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第２部 各論｜第２章 高齢者及び障害者施策の推進｜第２節 障害者（児）の保健福祉
 

素案 File222_1 P114

（１）障害者が安心して地域生活を送れるよう支援体制の充実をはかります

市及び保健所は、障害者（児）が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、本

人の状況に応じた柔軟な形態で地域生活支援事業 を決定するとともに、地域の特性や障害者

（児）のニーズを踏まえた支援体制を整備し、地域生活支援事業を計画的に推進します。

市は、障害者（児）のニーズに適切に対応できるようサービスの調整や社会資源へのつなぎを行

う相談支援事業を更に充実し、地域自立支援協議会で地域の課題を共有し、地域生活拠点の設置や

基幹型相談支援センターなどの支援体制の充実を図ります。

保健所は、在宅療育支援地域連携会議 への協力や市の自立支援協議会への参加、地域精神保健

福祉連携専門部会の開催等を通じて関係機関と連携し、障害者（児）の地域移行・定着支援に向け

た地域における保健・医療・福祉従事者のネットワークづくりを推進します。また、個別支援活動

を充実させるとともに研修等の開催を通して人材育成に努めていきます。

（２）就労に向けた支援を充実・強化します

市及び障害者就労支援センター などの就労支援機関は、福祉施設等から一般就労への移行を促

進するため、就労支援と生活支援を一体的に提供する障害者就労支援事業の充実を図ります。自

立支援協議会就労専門部会等で、地域の課題を共有するとともに、地域支援体制整備に取り組み

ます。

保健所は個別支援活動や各種会議への参加、関係機関との連携を通して地域支援体制整備に努

めていきます。

（３）重症心身障害児（者）及び医療的ケア児に対する在宅療養支援を推進します

保健所は、重症心身障害児（者）への個別援助活動を実施するとともに、在宅重症心身障害児（者）・

医療的ケア児訪問事業利用の支援を行います。また、地域関係機関に対し、都が開催する訪問看護

従事者向け研修会等の周知を行う等、市と連携し在宅ケアの質の向上に取り組んでいきます。

市は、医療的ケア児が入院中から支援につながれるよう、医療的ケア児の早期把握に努めます。

障害児（者）・医療的ケア児支援のための関係機関連携・協議の場の充実や、児童発達支援センター

や医療的ケア児等コーディネーターの設置と活用を行う等、医療的ケア児の地域生活の向上を図り

ます。

 
地域生活支援事業：障害のある人が、基本的人権を享有する個人としての尊厳に ふさわしい日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう、市町村及び都道府県が地域の実情に応じて柔軟な事業形態により計画的に実施する事業。

在宅療育支援地域連携会議：在宅の重症心身障害児 者 及び医療的ケア児の療育環境の向上を図るために、支援にかかわる各

関係機関の連携を推進するため、地域ごとに開催される会議。都が社会福祉法人全国重症心身障害児（者）を守る会に委託し

て実施している。

障害者就労支援センター：障害者の一般就労の機会を広げるとともに、安心して働き続けられるよう、就労面と生活面の支援

を一体的に支援するために市町村が設置する機関。多くは社会福祉法人、特定非営利活動法人（ ）などに委託して運営して

いる。

今後の取組 

第２部 各論｜第２章 高齢者及び障害者施策の推進｜第２節 障害者（児）の保健福祉
 

素案 File222_1 P115

（４）共生社会実現にむけた障害者理解を促進します

市、保健所及び関係機関は、「障害者差別解消法」及び「東京都障害者への理解促進及び差別解消

の推進に関する条例」の趣旨を踏まえ、障害者に対する住民や関係者の理解促進のための普及啓発

を推進するとともに、地域のボランティア活動等を支援します。

重点プラン
障害者が安心して地域生活を送れるよう支援体制の充実をはか

ります

指 標 ⑭ 基幹型相談支援センターの設置及び相談支援機能の充実

ベースライン ３市（令和 年 月時点）

指標の方向 全市
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素案 File222_2 P116

２ 精神障害者への支援

 

 

○ 令和 年 月の患者調査に基づく、都内の精神疾患患者は 万 千人と推計されており、

平成 年 月の 万 千人から増加しました。特に気分障害や神経症性障害が増加してい

ます。精神疾患は多様で、都民にとって身近な疾患になっています。

〇 圏域 市の自立支援医療（精神通院）や精神障害者保健福祉手帳を利用する人も増加していま

す。

【自立支援医療（精神通院）認定件数】

出典：東京都福祉保健局障害者施策推進部「東京都の精神保健福祉」

【精神保健福祉手帳交付件数】

出典：東京都福祉保健局総務部「福祉・衛生・統計年報」

現状と課題 

第２部 各論｜第２章 高齢者及び障害者施策の推進｜第２節 障害者（児）の保健福祉
 

素案 File222_2 P117

〇 圏域内の精神科医療機関は、他圏域に比べて少ない状況です。精神疾患の早期発見・早期診断に

時間を要すること、必要時には圏域外の医療機関について理解し、調整を行っていくことは課題の

一つです。また、急激な病状悪化や緊急時に入院をする場合、圏域内では対応できず、北多摩南部

圏域、北多摩北部圏域、南多摩圏域、区部の医療機関を利用しています。

これらの状況から、かかりつけ医と入院医療機関との入院時及び退院時の連携、入院中からの退

院支援計画による地域移行支援などが必要です。

【精神科病院、病院精神科外来及び診療所数】

立川市 昭島市 国立市 国分寺市 東大和市 武蔵村山市

病院数（病床数） （ ）

病院外来数 １ １

診療所数 ９ ３ ９ ３

出典：令和５年版東京都の精神保健福祉の動向 多摩地域編

精神保健医療福祉施策の動向

○ 国は、平成 年 月に発表した「精神保健医療福祉の改革ビジョン」において、精神疾患医

療や精神障害福祉のあり方について「入院医療中心から地域生活中心へ」の方針転換を明示しま

した。精神科疾患の発生数が国民の身近な疾患となっていることも踏まえ、平成 年２月には

「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」報告書において、精神障害の有無や程

度にかかわらず、誰もが地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、

医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保された

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」を構築することが適当とされました。

都及び各市においては、障害福祉計画等に目標値を定め、協議の場を設置して地域の課題を整

理し、ケアシステムの構築を目指して検討を行っています。

○ また、平成 年２月８日「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」報告書に

おいては、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築とともに、多様な疾患に対応可能

な医療体制の整備などが求められています。ライフステージごとの精神疾患の課題、依存症や精

神疾患について当事者や家族への相談も引き続き必要です。

○ 平成 年 月には「地方公共団体による精神障害者の退院後支援に関するガイドライン」が

策定され、都においても令和 年１月に「東京都における措置入院者退院支援ガイドライン」を

策定し、保健所では、精神科病院と協力して措置入院患者に対する退院後支援計画やクライシス

プラン を作成した支援に取り組んでいます。

○ 令和 年 月には精神保健及び精神障害者の福祉に関する法が改正（以下、令和 年度法改

 
クライシスプラン：必要な医療が継続されなかった場合や、病状が悪化した場合の対処方針。あらかじめ当事者、関係者で作

成、共有します。
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出典：東京都福祉保健局障害者施策推進部「東京都の精神保健福祉」

【精神保健福祉手帳交付件数】

出典：東京都福祉保健局総務部「福祉・衛生・統計年報」
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正）されました。精神科治療について患者本人の意思を尊重するとともに、それが精神疾患の病

状により難しい場合であっても医療の機会を得られるように、医療保護入院における同意者につ

いて改正がなされました。虐待加害者を除外し、家族が意思表示を行わない場合には市長同意の

可否の判断が可能とされました。また、市長同意により入院した患者への都による情報提供など

が令和６年４月から実施されます。精神科医療機関における退院後環境調整員を配置した退院支

援に加え、行政や地域からの入院中からの支援体制が加わりました。

○ 都は平成 年度から東京都精神科医療地域連携事業を実施し、当圏域では平成 年度から

たかつきクリニックが事業委託を受けて開始しました。この事業を通じて圏域における地域連携

会議の開催などにより、市やかかりつけ医の課題を共有し、連携を強化する取組を行っていくこ

とが必要です。

○ 令和 年度法改正により、都及び市においては、精神保健に関する相談支援について、精神障

害者のほか精神保健に課題を抱える者も対象にできるようになり、患者の心身の状態に応じた適

切な包括的な支援の確保が示されました。市及び保健所は、市役所内の関連部署との協力、相談

支援事業者や精神科医療機関等との連携、多摩総合精神保健福祉センターとの協働を通して地域

の実情を踏まえた重層的な支援体制が必要です。
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（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進します

市は、精神障害者の地域生活移行・定着を支援するために、専門機関・医療機関との連携や必

要な障害福祉サービス・社会資源を効率良く利用するための相談支援事業を充実させます。

精神疾患は小児期から高齢期まで発症し、精神症状の悪化や生活障害が起きる可能性がありま

す。精神障害があっても住み慣れた地域で暮らしていけるように、世代や症状に応じた保健・医

療・福祉等の包括的な連携支援体制づくりを進めます。個別の支援事例から地域課題を抽出し、

ケアシステム作りを推進するために、地域自立支援協議会や精神障害にも対応した地域包括ケア

システムの協議の場の着実な運営とその充実に努めます。

保健所は、個別相談や各市への支援とともに、精神保健医療福祉連携会議等を活用して取組を

推進します。

（２）精神保健福祉相談の充実を図ります

保健所、市及び地域活動支援センターは、精神保健に課題がある者に対する相談も含め、精神

保健福祉相談や精神障害者本人及び家族への支援を重層的に充実させます。

保健所は、本人や家族、友人、地域住民からのアルコール・薬物依存、思春期問題、ひきこも

り相談などに対して専門相談を実施します。特に、未治療者や治療中断者が適切な医療を受けら

れるよう支援を行うとともに、市や多摩総合精神保健福祉センター等の関係機関とも連携し、対

応します。

（３）関係者のスキルアップを図り、在宅ケアの質の向上に取り組みます

市及び保健所は、地域活動支援センターなど関係機関と連携して、精神障害者が安心して地域生

活を送ることができるよう、在宅ケアの質の向上に取り組みます。そのために対象者の抱える課題

ごとに、市の生活福祉・障害福祉・健康推進担当部署、児童相談所、専門医療機関、地域の障害福

祉サービス事業所、介護保険関係事業所、民生委員、多摩総合精神保健福祉センター等、多岐に渡

る関係機関との連携・協力を進めます。そして、事例検討や講演会・研修会の開催などを通し、関

係者と情報共有を図るとともに、知識・技術の向上に努めます。

（４）メンタルヘルス、精神疾患や精神障害に関する正しい知識の普及啓発を進めます

市及び保健所では、住民の身近な疾患である精神疾患の正しい知識、地域の相談支援等の社会資

源、精神障害者の権利擁護等に関して普及啓発を行います。精神障害に対する偏見をなくし、障害

者の地域生活支援についても住民の関心と理解を深める事を進めます。
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が令和６年４月から実施されます。精神科医療機関における退院後環境調整員を配置した退院支

援に加え、行政や地域からの入院中からの支援体制が加わりました。

○ 都は平成 年度から東京都精神科医療地域連携事業を実施し、当圏域では平成 年度から

たかつきクリニックが事業委託を受けて開始しました。この事業を通じて圏域における地域連携
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○ 令和 年度法改正により、都及び市においては、精神保健に関する相談支援について、精神障
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素案 File222_2 P120

重点プラン 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進します

指 標 ⑮ 地域包括ケアシステムの構築のための具体的な取組

ベースライン

指標の方向 充実させる

 

ウォーキング教室 

～自然の中を歩いて 心も身体も健康に～ 

 
ウォーキングには、生活習慣予防やストレス解消など様々な効果があ

ります。

武蔵村山市では、市内在住で関東学生陸上競技連盟会長を務められて

いる有吉正博さんを講師に迎えて※、緑豊かな狭山丘陵などを歩く「ウ

ォーキング教室」を開催しています。

（※令和 年 月現在）

令和５年１月にリニューアルしたウォーキングマップのコースを講師

の指導を交えながら、実際に市民に歩いていただくことで、健康づくり

のきっかけを提供すると共に緑豊かな本市の魅力を伝えています。

 

 
 

圏域市の紹介（武蔵村山市）

市の鳥「メジロ」をモチーフにした「 ジロ」が

ウォーキング姿になり、ウォーキングマップを盛り上

げています。

武蔵村山市広報キャラクター M ジロ 

第２部 各論｜第３章 健康危機管理体制の推進｜第１節 健康危機管理体制の整備 
 

素案 File231 P 121

 
 

 
健康危機とは、医薬品、食中毒、感染症、食品・飲料水、生活環境、アレルギー、その他何らかの

要因により、住民の生命、健康の安全に脅威を与える事態をいい、健康危機の発生予防・原因究明・

拡大防止・被害回復等に努めることが健康危機管理です。

健康危機管理体制における保健所の役割

〇 令和元年 月、中華人民共和国の湖北省武漢市に端を発した新型コロナウイルス感染症（以下

「新型コロナ」という。）は、３年を超える闘いとなり、都は、国・区市町村・近隣県と連携し、専

門家の知見も活用しながら効果的な対策を講じるとともに、都民・事業者・医療従事者の尽力の下、

東京は一丸となって、幾度もの感染の波を乗り越えてきました。

○ 新型コロナで見られたように、健康危機の事案はグローバル化しており、一たび世界のどこかで

新興感染症のような健康危機が発生すると容易に国境を越え、地球規模で急速に拡大する可能性が

あります。また、平成 年３月の東日本大震災に起因して発生した福島第一原子力発電所放射能

漏洩事故等は、保健医療の分野においても様々な課題を残しました。

〇 健康危機の事案が多発する中、保健所には、地域における健康危機管理の拠点として対策を講じ

る役割が期待されています。平常時には監視業務等を通じて健康危機の発生を未然に防止するとと

もに、健康危機発生時には地域に存在する保健医療資源を調整していく必要があります。

〇 新型コロナを契機に、地域保健対策の推進に関する基本的な指針が改正され、各保健所は、平時

のうちから健康危機に備えた準備を計画的に進めるため、各種関連計画を踏まえた「健康危機対処

計画」を策定することとされました。

〇 都においては、新型コロナ対応を受けて設置した「感染症対応を踏まえた都保健所のあり方検討

会」の報告書や市町村等からの意見等を踏まえ「都保健所の体制・機能の強化について」を取りま

とめました。都保健所の体制・機能強化として、「東京都感染症予防計画」及び「健康危機対処計

画」に基づき新興感染症発生に備えた取組を計画的に推進し、平時からの備えを強化していくこと

としました。

第３章 健康危機管理体制の推進

第１節 健康危機管理体制の整備 
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